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   戸別所得補償制度の本格実施に向けた要望意見書 

 

北海道の農業・農村は、広大な土地資源と豊かな自然環境を活か

し、生産性の高い専業的な農業経営を展開し、食品製造業などの関

連産業とともに、地域の経済・社会を支える基幹産業として発展し

てきました。 

こうした中、本年３月に閣議決定された「食料・農業・農村基本

計画」では、平成２２年度の水田農業を対象としたモデル対策の実

施状況を踏まえ、戸別所得補償制度を本格実施する方針が示された

ところです。 

北海道の農業・農村は、今後とも国民の期待に応え、潜在的な能

力を最大限に発揮して我が国の食料自給率の向上に積極的に貢献す

るとともに、安全・安心な食料の安定供給や国土・環境の保全など

多面的な機能を増進する役割を果たしていくこととしています。 

本格実施される戸別所得補償制度については、北海道の農業・農

村の実情や特色を踏まえ、農業者が将来にわたって意欲と希望を持

って営農に取組むことができ、経営の安定に資する制度となるよう、

次のとおり提案します。 

記 

１ 本格実施にあたっての基本的な考え方について 

 （１）食料自給率の向上に向けた農業者の生産性や品質の向上な

ど努力が適切に評価され、意欲を持って農業生産に取り組

める制度とすること。 

 （２）農業者が安心して営農に取り組むことができる制度となる

よう、必要な予算を安定的に確保すること。 

 （３）食料自給率の向上と農業経営の安定を目的とした戸別所得

補償制度を国際規律に対応しうる安定した制度とするとと

もに、ＷＴＯ農業交渉における日本提案の実現に努めるこ

と。 

 （４）具体的な制度の内容などをできるだけ早く地域の農業者や



関係者に明らかにすること。 

 （５）地域の農業者や関係者の意見や要望などを踏まえ、地域の

実情が反映され、地域の主体性が活かされる制度とするこ

と。 

 （６）政策体系全体を通じて、農業者はもとより国民が理解しや

すく、シンプルでわかりやすい制度にするとともに、事務

手続き等の簡素化を図ること。 

２ 畑作経営における戸別所得補償制度について 

 （１）畑作農業の持続的な発展を図るため、適正な輪作体系の維

持・確立が可能となる仕組みを導入するなど、生産力が最

大限に発揮され、経営の安定が図られる制度とすること。 

 （２）畑作における戸別所得補償制度については、次のとおりと

すること。 

   ① 対象者は、対象作物に係る生産数量目標に応じて生産・

販売する農業者等とすること。 

   ② 対象作物は、北海道の畑作において重要な麦や大豆、て

ん菜、でん粉原料用ばれいしょに加え、食料自給率の

向上と輪作体系の維持に必要な作物とすること。 

   ③ 支援水準（交付単価）は、他産業従事者との均衝が図ら

れる適切な家族労働費をすべて含めた全算入生産費と、

流通経費等を控除した販売価格を基に設定すること。 

   ④ 支援方法は、当年の作付を基本とした「面積支払」と品

質を加味した生産量に応じた「成績支払」とすること。

なお、「面積支払」は、単収格差を是正する仕組みと

すること。 

   ⑤ 「面積支払」と「成績支払」の割合は、農業者の経営努

力が適切に評価されるよう設定すること。 

 （３）地域の実情に即した適正な輪作体系の維持やクリーン農業

の推進など環境保全に対する取組への支援措置を講ずるこ

と。 



 （４）経営規模の拡大のための土地購入や資本整備の充実等に対

する支援措置を講ずること。 

３ 水田経営における戸別所得補償制度の本格実施について 

 （１）主食用米や水田における麦・大豆等の作付けに対する支援

水準（交付単価）は、米の需給調整参加農家の経営安定が

図られるよう、適切に設定すること。 

 （２）米の需給調整に貢献してきた本道において、引き続き、水

田利活用の円滑な推進が図れるよう、激変緩和措置に代え

て、地域の実情に即した柔軟な裁量により取り組める支援

制度を設けること。 

 （３）需給調整参加農家が不利益とならないよう、実効性のある

米の需給調整システムを整備すること。 

 （４）米の生産数量目標の都道府県別の算定について、産地の努

力などが適切に評価される仕組みに見直すこと。 

４ 収入減少の影響を緩和する対策について 

   戸別所得補償制度の本格実施にあたっては、農業共済制度の

充実を前提としつつ、販売価格の低下に適切に対応した作物ご

との補てんが行われ、経営安定に資するシンプルでわかりやす

い制度とすること。 

 

 以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出します。 
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長沼町議会議長  駒 谷 広 栄 
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